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資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

１ 人口の推移

（１）山梨県の総人口の推移と将来推計

職業能力開発の状況

●本県の将来の人口は、減少傾向が続いていくことは避けられない状況です。
・総人口 834,930人（2015年） ⇒ 698,833人（2040年推計） ⇒ 598,961人(2060年推計）
・生産年齢人口 488,845人（2015年） ⇒ 34.4万人（2040年推計） ⇒ 30.4万人(2060年推計）
・年少人口 102,270人（2015年） ⇒ 9.3万人（2040年推計） ⇒ 8.7万人(2060年推計）

国勢調査（総務省）及び「地方人口ビジョンの策定のための手引き」（内閣府）を基に山梨県作成

産短大カリキュラム編成調査

生産年齢人口は減少の一途をたどっていきます。
労働者の確保や生産性の向上が
必要となります。

P1山梨県総合計画（2021改定版）より
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２ 経済産業動向

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

平成30年度における山梨県の一人当たり県民所得は、前年度から11.6万円増の316万円で、4年度連続の増加となっています。
平成18年度以降では、平成30年度が最大であり、全国47都道府県中13番目となっています。

平成30年度における山梨県の県内総生産（名目GDP）は、前年度から1,198億円増の3兆5,761億円で、6年連続の増加となっています。
平成18年度以降では、平成30年度が最大であり、全国47都道府県中40番目となっています。

平成30年度の山梨県の県内総生産（名目GDP）は、国のGDP（名目）の0.63%に相当しており、10年前の平成20年度の0.62%と比較して、
0.01ポイント拡大しました。

（１）県内総生産（名目）及び一人当たりの県民所得

P2
山梨県 平成30年度県民経済計算年報より

［千円］ ［億円］

山梨県 平成30年度県民経済計算年報より
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２ 経済産業動向

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（２）県内及び国内総生産の産業別構成比

2018年度の山梨県の名目県内総生産（産業活動別）（35,618億円）に占める割合は、製造業が最も大きく32.0%(11.383億円）となっていま
す。また、2018年の名目国内総生産（経済活動別）では、製造業は20.6%となっており、山梨県では、総生産に占める製造業の割合が全国
と比較して10ポイント以上高くなっています。

製造業が県内総生産の３割以上を占め、
従業者数も最も多く、本県の基幹産業と
なっています。

ものづくり人材の確保・育成が求められます。

P3

本編 P6

山梨県 県民経済計算年報より 総務省 日本の統計2021より
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２ 経済産業動向

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

・事業所数では、「卸売業、小売業」が9,999（全産業の23.5%）と最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が6,229（同14.6%）、「製造業」が
4,544（同10.7%）となっています。

・従業者数では、「製造業」が77,850人（全産業の21.1%）と最も多く、次いで「卸売業、小売業」が72,581人（同19.6%）、「医療、福祉」が44,559
人（同12.1%）となっています。

（３）主な産業大分類別 事業所数・従業者数

P4

産業大分類別 事業所数、従業者数等

産業大分類 事業所数
従業者数
（人）

１事業所
当たり従
業者数
（人）

全国
順位

全産業
に占め
る割合
（％）

全国
順位

全産業
に占め
る割合
（％）

全国
順位

全産業（公務を除く） 42,530 41 100.0 369,481 42 100.0 8.7 38

農林漁業（個人経営を除く） 297 44 0.7 3,168 45 0.9 10.7 30

鉱業、採石業、砂利採取業 34 24 0.1 293 29 0.1 8.6 29

建設業 4,438 39 10.4 26,061 42 7.1 5.9 39

製造業 4,544 31 10.7 77,850 34 21.1 17.1 35

電気・ガス・熱供給・水道業 41 41 0.1 1,305 44 0.4 31.8 33

情報通信業 291 40 0.7 4,214 37 1.1 14.5 27

運輸業、郵便業 797 42 1.9 15,491 43 4.2 19.4 40

卸売業、小売業 9,999 43 23.5 72,581 42 19.6 7.3 23

金融業、保険業 642 44 1.5 8,871 42 2.4 13.8 26

不動産業、物品賃貸業 2,609 37 6.1 7,073 40 1.9 2.7 46

学術研究、専門・技術サービス業 1,413 42 3.3 6,933 42 1.9 4.9 45

宿泊業、飲食サービス業 6,229 35 14.6 42,415 34 11.5 6.8 26

生活関連サービス業、娯楽業 3,663 41 8.6 18,060 39 4.9 4.9 15

教育、学習支援業 1,242 40 2.9 11,869 36 3.2 9.6 18

医療、福祉 2,850 43 6.7 44,559 46 12.1 15.6 43

複合サービス事業 363 42 0.9 4,301 44 1.2 11.8 34

サービス業（他に分類されないもの） 3,078 43 7.2 24,437 43 6.6 7.9 37

山梨県 平成28年経済センサス-活動調査（速報）

本編 P6
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

本県の年度平均の有効求人倍率は、 H27年
度以降、１倍以上で推移しています。

新型コロナウイルス感染症による雇用への影
響についても、やまなしグリーン・ゾーン構想に
よる感染症対策や雇用調整助成金などの施策
効果もあり、R2年9月の0.93倍を底に改善傾向
となっており、R3年4月以降は、約10年振りに
全国を上回っています。

産業別新規求人数では、需要が高まる半導
体関連などの製造業を中心に幅広い産業で求
人が増えている状況です。

職業別求人・求職状況では、介護サービスで
有効求人数と有効求職者数の差が最も大きく
なっています。

（１）有効求人倍率の推移

山梨労働局 山梨県の労働市場の動き（令和３年１０月）

製造業への求人が多く、ものづくり分野への
職業訓練をさらに強化していきます。

有効求人倍率が、R3年4月に全国を上
回り、雇用情勢は改善傾向にあります。

P5

本編 P6
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

P6

産業別新規求人数の推移

山梨労働局 山梨県の労働市場の動き等（令和３年１０月）

【山梨局計】

2021年10月度

管理的職業 開発技術 製造技術
建築・土木等

技術
情報処理等

その他の技
術

医師、薬剤
師等

看護師等 医療技術者
その他の保

健医療
社会福祉専

門
デザイナー

等
その他の専

門職

有効求人　 38 143 70 378 147 12 73 531 231 91 654 37 266

有効求職　 26 56 157 59 159 9 18 295 85 77 272 105 166

求人倍率 1.46 2.55 0.45 6.41 0.92 1.33 4.06 1.80 2.72 1.18 2.40 0.35 1.60

うちパート求人 2 2 1 7 18 2 33 222 79 13 288 9 58

一般事務 会計事務
生産関連事

務
営業・販売事

務
外勤事務

運輸・郵便事
務

事務用機器
操作

有効求人　 720 105 220 115 2 18 85

有効求職　 2,489 161 105 73 2 14 51

求人倍率 0.29 0.65 2.10 1.58 1.00 1.29 1.67

うちパート求人 327 35 72 31 2 6 55

商品販売 販売類似 営業
家庭生活支
援サービス

介護サービス
保健医療
サービス

生活衛生
サービス

飲食物調理 接客・給仕 ビル等管理
その他の
サービス

有効求人　 821 8 387 21 1,455 150 189 560 738 19 106

有効求職　 404 10 237 6 461 49 66 402 306 37 100

求人倍率 2.03 0.80 1.63 3.50 3.16 3.06 2.86 1.39 2.41 0.51 1.06

うちパート求人 507 3 19 21 663 63 83 406 505 12 75

保 安 農林漁業 鉄道運転 自動車運転
船舶・航空機

運転
その他の運

送
定置・建設機

械運転

有効求人　 316 243 0 552 0 26 60

有効求職　 66 263 0 301 0 51 67

求人倍率 4.79 0.92 － 1.83 － 0.51 0.90

うちパート求人 110 136 0 129 0 5 5

金属関連の

設備制御

金属以外の

設備制御

機械組立の

設備制御

金属加工、

溶接等

金属以外の

製造・加工
機械組立

機械整備・修

理

金属関連製品

検査

金属以外製

品検査
機械検査

生産関連・類

似

有効求人　 23 181 18 499 666 504 205 79 103 116 71

有効求職　 24 29 20 164 380 488 42 33 45 56 123

求人倍率 0.96 6.24 0.90 3.04 1.75 1.03 4.88 2.39 2.29 2.07 0.58

うちパート求人 0 12 1 54 251 110 17 29 41 57 2

建設躯体工
事

躯体工事以
外建設

電気工事 土木 採掘 運搬 清掃 包装
その他の労

務

有効求人　 124 136 88 385 2 362 481 58 340

有効求職　 14 40 58 69 0 287 312 35 809

求人倍率 8.86 3.40 1.52 5.58 － 1.26 1.54 1.66 0.42

うちパート求人 0 2 1 14 0 131 372 41 236

　※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や

　　 求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。                                                              

職業別求人・求職状況

本編 P6
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

「会社などの役員を除く雇用者」に占める「非正規の職員・従業員の割合」は、40.8%となっており、平成24年の39.5%から1.3ポイント上昇
しています。
また、全国の38.2%と比べ、2.6ポイント上回っています。

（２）非正規雇用労働者割合の推移

本県では、非正規職員の割合が
拡大しています。

職業訓練によるキャリアアップを促進し、
正規職員化を支援します。

P7

本編 P4

（総務省の統計を基に山梨県作成）

本編 P7
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

●有業者・無業者
平成29年の本県の女性の有業者は、194,600人となっ
ており、平成24年に比べ2,100人の増加となっています。
女性の無業者は、177,600人となっており、平成24年に比
べ12,000人の減少となっています。

●有業率
女性の有業率は52.3%となっており、平成24年に比べ1.9
ポイントの上昇となっています。

（３）女性の就業状況

（４）障害者の就業状況

●雇用されている障害者数、実雇用率の推移

・令和2年の民間企業（45.5人以上規模の企業：法定雇用率2.2%）に雇用
されている障害者の数は1,888.0人で、前年より1.1ポイント（21.0人）増
加し、8年連続で過去最高を更新しています。

・雇用者のうち、身体障害者は1,156.5人（対前年比1.1ポイント減少）、知
的障害者は436.0人（同1.4ポイント増加）、精神障害者は295.5人（同
10.3ポイント増加）となっています。

P8

本編 P4 本編 P5

平成29年山梨県就業構造基本調査の概要より
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（４）障害者の就業状況

●民間と地方公共団体の障害者雇用の比較

・令和2年の民間の実雇用率は2.05%（前年は2.03%）と全国と
比較して0.1ポイント低い状況ですが、法定雇用率達成企業
の割合は56.2%（前年は56.0%）と全国と比較して7.6ポイント
高くなっています。

・地方公共団体の実雇用率は2.56%(前年は2.59%)と全国と
比較して0.08ポイント高く、法定雇用率達成割合は88.9%
(前年は83.8%)と全国と比較して17.2ポイント高くなってい
ます。

本県は、全国に比べ民間の
雇用率が低い状況にあります。

山梨労働局等の関係機関と
連携した取り組みが求められます。

P9

本編 P5

（ ）は法定雇用率

厚生労働省 令和２年 障害者雇用状況の集計結果
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

平成29年の本県の65歳以上の有業率は、30.3%となっており、平成24年に比べ、
3.8ポイント上昇しています。
男女別では、男性は41.6%、女性は21.6%となっており、平成24年に比べ、男性は
5.0ポイント上昇、女性は2.7ポイント上昇しています。都道府県別順位は、総数で
は全国2位、男女別では、男女共に長野県と同率１位となっています。

（５）高齢者の就業状況

（６）外国人労働者の状況

●産業別・事業所規模別にみた外国人雇用事業所の
特性

（１）産業別では「製造業」が31.2%を占め、次いで
「卸売業、小売業」が14.5%、「宿泊業、飲食サービ
ス業」が13.6%、「建設業」が10.5%となっています。

（２）事業所規模別では「30人未満」の事業所が最も
多く、事業所全体の58.7%を占めています。

本県は、高齢者の有業率は全国でもトップクラスです。

P10

本編 P4

（総務省の統計を基に山梨県作成）
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４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

１調査の目的

県内事業所の活動の方向性、求める人材ニーズ、望む教育訓練分野などを把握し、山梨県立産業技術短期大学校において、時代に合わせ
たカリキュラムの見直し等を図るため、山梨県立産業技術短期大学校の各学科に関連する事業所に調査を実施した。

２調査対象

県内1,700事業所
内訳 生産技術科・電子技術科関連事業所：1,250事業所

観光ビジネス科関連事業所 ： 384事業所
情報技術科関連事業所 ： 66事業所

３調査期間

令和２年９月23日～令和２年10月16日

４調査方法

郵送配布・郵送回収

５回収状況

配 布 数 有効回収数 有効回収率
生産技術科・電子技術科 1,250通 451通 36.1％

観光ビジネス科 384通 111通 28.9％
情報技術科 66通 39通 59.1％
全体（合計） 1,700通 601通 35.4％

P11

※回答の合計が100％を超えている項目は、複数回答可
としたものです。
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４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

技能検定等資格取得者の手当支給状況で
は、「支給していない」51.9％が最も多く、以
下「支給している」25.5％となっています。
学科別の関連事業所でみると、情報は、「支
給している」69.2％が全体と比較して多くなっ
ています。

機械・電子関連企業では、技能検定・資格
では、「機械製図ＣＡＤ」32.2％が最も多く、以
下「機械保全」24.6％、「品質管理検定」
22.0％、なっています。

（参考）
観光ビジネス科関連では、 「国内旅行業務
取扱管理者」32.4％、「総合旅行業務取扱管
理者」32.4％の事業所で手当等を支給してい
ます。

情報技術科関連事業所は、「基本情報技
術者試験」、「応用情報技術者試験」につい
ては70.0％以上の事業所で手当等を支給し
ています。

（１）技能検定関係

合計 （n=601）

生産・電子 （n=451）

観光 （n=111）

情報 （n=39）

25.5

20.4

30.6

69.2

51.9

54.1

53.2

23.1

12.5

13.5

10.8

5.1

10.1

12.0

5.4

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

支給している 支給していない 支給を検討している 無回答

技能検定等資格取得者への手当の支給割合（全）

機械製図ＣＡＤ

機械保全

品質管理検定

ＮＣ旋盤

電子機器組立

マシニングセンタ

フライス盤

普通旋盤

機械検査

その他の技能検定

ディジタル技術検定

その他の資格

無回答

32.2

24.6

22.0

17.5

16.9

15.7

13.7

13.3

11.1

7.5

4.4

4.4

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=451）採用する際に重要だと考える技能検定等（機械・電子関連企業）

約４割の事業所が技能検定等
資格取得者に手当の支給又は
支給の検討を行っています。

P12

本編 P7
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４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（２）今後重要となるスキル

⑦生産情報などのデータを収集・分析し、業務改善
を行うスキルは、「重要である」、「やや重要である」
を合わせ、50.7％が『重要』と回答しています。

⑧自動機やロボットを導入し、自動化・省人化するス
キルは、「重要である」、「やや重要である」を合わせ、
42.1％が『重要』と回答しています。

⑩ＩｏＴデバイスを活用して生産現場を見える化する
スキルは、「重要である」、「やや重要である」を合わ
せ、35.0％が『重要』と回答しています。

生産・電子技術科関連事業所

（n=451）

① ＩＴベンダとの橋渡しとなるスキル

②
センサデータを活用して状態監視保

全を行うスキル

③
画像センサなどを用いた検査におい

て、ＡＩを活用するスキル

④
ビッグデータを分析・活用する

スキル

⑤
シミュレーションを活用し、設計す

るスキル

⑥
社内システム導入・開発・保守、運

用管理などのスキル

⑦
生産情報などのデータを収集・分析

し、業務改善を行うスキル

⑧
自動機やロボットを導入し、自動

化・省人化するスキル

⑨
シミュレーションを活用してサイ

バー空間と物質空間をつなぐスキル

⑩
ＩｏＴデバイスを活用して生産現場

を見える化するスキル

⑪
勘コツを含んだ複雑な作業手順や加

工条件を標準化するスキル

⑫ 複数のロボットを管理するスキル

⑬
ロボットにプログラミングする

スキル

⑭
ＡＩ等を活用して生産計画、生産管

理するスキル

⑮
デジタルツインを活用して、製品設

計や予防（予知）保全を行うスキル

⑯
新技術を活用して生産工程や業務プロセスの

合理化・最適化を進めるスキル

⑰
スマートファクトリーを設計・構築

するスキル

4.9

6.2

8.6

4.9

8.6

12.2

19.7

18.8

1.6

11.5

18.2

10.6

11.1

9.8

5.5

11.5

6.9

14.0

15.5

20.0

14.6

19.3

28.8

31.0

23.3

6.0

23.5

30.4

14.6

18.2

20.6

15.5

30.6

15.7

27.9

27.1

22.0

28.2

28.4

23.7

15.5

17.7

30.8

22.2

18.8

25.1

23.3

27.5

33.9

22.8

32.2

14.6

13.5

12.4

14.0

8.4

4.7

4.4

8.0

20.2

10.0

3.1

12.0

9.5

7.1

9.1

4.7

9.5

18.0

16.2

15.3

17.3

13.3

9.8

8.2

10.6

19.3

10.9

7.8

16.9

17.7

14.0

15.1

10.6

14.6

20.6

21.5

21.7

21.1

22.0

20.8

21.1

21.5

22.2

22.0

21.7

20.8

20.2

21.1

20.8

19.7

21.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重要である やや重要である どちらとも言えない

あまり重要でない 重要でない 無回答

データリテラシー、
自動化（AIも含む)やIoTデバイス
の活用スキルの重要度が高く
なっています。

これからの時代を見据えた
ＡＩやＩｏＴ等のＩＣＴに対応できる
人材が求められています。
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資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（３）新たな事業の拡大を予定している分野

（観光ビジネス科関連事業所）
「飲食サービス業」、「宿泊業」の順となって
います。

（情報技術科関連事業所）
「情報・通信関連製品」、「人工知能・機械学
習」、「VR、AR、HA」の順となっています。

（生産・電子技術科関連事業所）
今後の事業拡大分野では、「医療福祉機
器」、「ロボット」、「情報・通信関連製品」の順
となっています。

現状のまま

医療福祉機器・ロボット

ロボット（介護を除く）

情報・通信関連製品

住宅・生活文化関連製品

高機能化プラスチック

環境保全関連製品

新機能性素材

宇宙・航空関連

高機能金属

人工知能・機械学習

計測関連

ナノテクノロジー

バイオテクノロジー

人材関連サービス

ＶＲ(仮想現実)・ＡＲ(拡張現実)・

ＨＡ(高可用性)

飲食サービス業

医療・介護サービス

ビジネス支援関連

宿泊業

国際化支援

その他

無回答

43.0

10.0

9.5

9.3

5.8

4.4

4.2

4.2

4.0

3.5

2.9

2.7

1.1

0.9

0.9

0.4

0.4

0.2

0.2

4.7

18.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=451）

飲食サービス業

宿泊業

その他の分野

国際化支援

医療・介護サービス

人材関連サービス

ビジネス支援関連

現状のまま

無回答

9.0

8.1

4.5

0.9

81.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=111）

情報・通信関連製品

人工知能・機械学習

現状のまま

ＶＲ(仮想現実)・ＡＲ(拡張現実)・ＨＡ(高可用

性)

ロボット（介護を除く）

ビジネス支援関連

医療福祉機器・ロボット

医療・介護サービス

宿泊業

環境保全関連製品

計測関連

飲食サービス業

人材関連サービス

宇宙・航空関連

住宅・生活文化関連製品

バイオテクノロジー

ナノテクノロジー

高機能化プラスチック

高機能金属

新機能性素材

国際化支援

その他

無回答

38.5

33.3

33.3

17.9

12.8

12.8

7.7

7.7

7.7

5.1

5.1

5.1

5.1

2.6

5.1

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=39）

飲食サービス業

宿泊業

その他の分野

国際化支援

医療・介護サービス

人材関連サービス

ビジネス支援関連

現状のまま

無回答

9.0

8.1

4.5

0.9

81.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=111）観光ビジネス科関連事業所

情報技術科関連事業所

生産・電子技術科関連事業所

P14
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資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（４）新たな事業の拡大のための人材の確保方法

単位(％)

 調
査
数

中
途
採
用

新
規
学
卒
採
用

人
員
を
増
や
さ

ず
、

現
状
人
員

の
能
力
向

上
を
図
る

人
員
を
増
や
さ

ず
、

現
状
人
員

の
新
規
事

業
分
野
へ
配
置

転
換
又
は
職
種

転
換
す
る

人
員
を
増
や
さ

ず
、

設
備
増
強

を
図
る

契
約
社
員
・
派

遣
労
働
者
・
パ
ー

ト
タ
イ

マ
ー

の
採
用

そ
の
他

無
回
答

218 47.2 44.5 21.1 12.8 10.1 9.6 1.4 11.5

451 44.3 43.1 20.7 13.2 11.5 8.6 1.1 13.2

111 47.6 47.6 19.0 9.5 4.8 28.6 4.8      -

39 69.6 52.2 26.1 13.0 4.3      -      - 8.7

１位： ２位： ３位：

情報

合　計

生産・電子

観光

既存事業及び新規事業拡大のために
必要な人材として、「中途採用」47.2％が
最も多く、以下「新規学卒採用」44.5％、
「人員を増やさず、現状人員の能力向上
を図る」21.1％となっています。

学科別でみると、観光は、「契約社員・
派遣労働者・パートタイマーの採用」
28.6％が全体と比較して多くなっていま
す。情報は、「中途採用」69.6％が全体と
比較して多くなっています。

中途採用

新規学卒採用

人員を増やさず、現状人員の能力向上を図る

人員を増やさず、現状人員の新規事業分野へ配

置転換又は職種転換する

人員を増やさず、設備増強を図る

契約社員・派遣労働者・パートタイマーの採用

その他

無回答

47.2

44.5

21.1

12.8

10.1

9.6

1.4

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=218）

新規事業の拡大のため
に必要な人材として、

中途採用者及び新規学
卒者が求められています。

スキルのある人材が
求められています。
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既存事業及び新規事業拡大のために必要な人材

既存事業及び新規事業拡大のために必要な人材（学科別）
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資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（５）正規労働者を確保する際に重視する項目

社会人基礎力（新卒者）では、「積極
性」49.3％が最も多く、以下「協調性」
45.4％、「誠実さ」31.4％、「コミュニケー
ション力・交渉力」29.1％となっています。

学科別でみると、観光は、「明るさ」
40.5％、「社会常識・マナー」36.0％が全
体と比較して多くなっています。情報は、
「コミュニケーション力・交渉力」48.7％、
「専門分野への興味・問題意識」30.8％
が全体と比較して多くなっています。

積極性

協調性

誠実さ

コミュニケーション力・交渉力

明るさ

社会常識・マナー

粘り強さ

正確性

専門分野への興味・問題意識

リーダーシップ

ストレスコントロール力

情報収集能力

無回答

49.3

45.4

31.4

29.1

25.0

24.8

23.8

14.5

14.3

6.3

3.3

3.0

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=601）１．社会人基礎力（新卒者）

単位(％)

 調
査
数

積
極
性

協
調
性

誠
実
さ

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
力
・
交

渉
力

明
る
さ

社
会
常
識
・
マ

ナ
ー

粘
り
強
さ

正
確
性

専
門
分
野
へ
の

興
味
・
問
題
意

識

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ

ス
ト
レ
ス
コ
ン

ト
ロ
ー

ル
力

情
報
収
集
能
力

無
回
答

601 49.3 45.4 31.4 29.1 25.0 24.8 23.8 14.5 14.3 6.3 3.3 3.0 6.2

451 51.2 45.7 29.9 26.4 20.6 21.3 27.9 16.6 14.4 7.1 2.7 2.2 7.1

111 40.5 46.8 36.0 33.3 40.5 36.0 11.7 9.0 8.1 5.4 4.5 6.3 4.5

39 51.3 38.5 35.9 48.7 30.8 33.3 10.3 5.1 30.8      - 7.7 2.6      -

１位： ２位： ３位：

合　計

生産・電子

観光

情報

正規労働者には
「積極性」「協調性」
「コミュニケーション力」
が重視されています。

学卒者訓練において
コミニケーション力等を
高める取り組みが
求められています。
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資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（５）正規労働者を確保する際に重視する項目

技術者基礎力（新卒者）では、「新しい知識・
技術の吸収力」51.7％が最も多く、以下「専門
分野に関する基礎学力」46.3％、「課題発見・
解決力」41.6％、「新しい価値を生み出す想像
力」20.1％となっています。

学科別でみると、観光は、「専門分野に関す
る基礎学力」25.2%が全体と比較して、少なく
なっています。情報は、「課題発見・解決力」
59.0％、「計画立案能力」46.2％が全体と比較
して多くなっています。

２ 技術力基礎力（新卒者）

新しい知識・技術の吸収力

専門分野に関する基礎学力

課題発見・解決力

新しい価値を生み出す創造力

論理的思考

計画立案能力

専門分野以外の理解力・応用力

実験・調査の分析力

文書（報告書）作成能力

プレゼンテーション能力

無回答

51.7

46.3

41.6

20.1

17.5

14.3

12.3

10.3

8.3

6.7

12.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=601）

単位(％)

 調
査
数

課
題
発
見
・
解

決
力

新
し
い
知
識
・

技
術
の
吸
収
力

専
門
分
野
に
関

す
る
基
礎
学
力

計
画
立
案
能
力

新
し
い
価
値
を

生
み
出
す
創
造

力

専
門
分
野
以
外

の
理
解
力
・
応

用
力

論
理
的
思
考

実
験
・
調
査
の

分
析
力

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー

シ
ョ

ン
能
力

文
書
（

報
告
書
）

作
成
能
力

無
回
答

601 43.6 37.6 33.6 24.6 22.5 20.8 18.1 13.1 8.8 6.3 12.6

451 43.2 40.6 35.3 22.0 21.3 20.0 20.0 15.3 8.4 6.4 10.4

111 39.6 27.0 25.2 27.9 25.2 21.6 9.9 5.4 9.0 6.3 25.2

39 59.0 33.3 38.5 46.2 28.2 28.2 20.5 10.3 12.8 5.1 2.6

１位： ２位： ３位：

合　計

観光

情報

生産・電子

正規労働者には
「新しい知識・技術の吸収力」
「専門分野に関する基礎学力」

「課題発見・解決力」
が重視されています。

学卒者訓練において
課題発見・解決力等を
高める取り組みが
求められています。

P17

本編 P2



資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（６）産短大を卒業した外国人の採用について

産短大を卒業した外国人留学生に対する採
用意向では、「採用対象ではない」が54.6％で、
「採用対象」は31.8％となっています。

産短大を卒業した外国人留学生に対する採
用希望条件では、「真面目・勤勉である者」
59.2％が最も多く、以下「日常的な場面で使わ
れる日本語の理解に加え、より幅広い場面で
使われる日本語以上の日本語力を有する者」
51.8％、「コミュニケーション力を有する者」
35.1％、「産業技術短期大学校が推薦した者」
33.0％、「日本人の産業技術短期大学校卒業
生と同等レベルの技術を有する者」32.5％と
なっています。

合計 （n=601）

生産・電子 （n=451）

観光 （n=111）

情報 （n=39）

31.8

28.8

41.4

38.5

54.6

56.5

45.9

56.4

13.6

14.6

12.6

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用対象 採用対象ではない 無回答

真面目・勤勉である者

日常的な場面で使われる日本語の理解に加え、より幅

広い場面で使われる日本語以上の日本語力を有する者

コミュニケーション力を有する者

産業技術短期大学校が推薦した者

日本人の産業技術短期大学校卒業生と同等レベルの技

術を有する者

永住を希望する者

身元引受人がいること

その他

無回答

59.2

51.8

35.1

33.0

32.5

20.4

18.8

5.8

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=191）

採用する場合の希望する条件

事業所の３割が採用対象
としています。

国際競争力強化に寄与する
外国人人材の育成をしていく

必要があります。

P18
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資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（７）就職氷河期世代の採用

産業技術短期大学校を卒業した就職
氷河期世代の採用については、48.8%
の企業が採用対象としています。

「採用しない理由」では、「人材育成に
時間を要する」22.7％が最も多くなって
います。

就職氷河期世代の採用においては、
より即戦力となる人材育成が求められ
ています。

産業技術短期大学校を卒業した就職氷河期世代の方を採用しない理由

人材育成に時間を要する

他の社員への影響（年齢差等）が気になる

社会人としての基礎的能力が不安

すぐに退職してしまうか心配

実社会での経験が不足している

その他

無回答

22.7

17.2

15.9

15.5

10.7

31.8

10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=233）

P19

合計 （n=601）

生産・電子 （n=451）

観光 （n=111）

情報 （n=39）

48.8

45.0

62.2

53.8

38.8

41.5

27.0

41.0

12.5

13.5

10.8

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用対象 採用対象ではない 無回答
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資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

４ 産短大カリキュラム編成調査

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（８）在職者訓練について

在職者訓練の受講意向では、「どちらでもない」
55.1％が最も多くなっています。

（参考）
生産・電子関連事業所では、在職者訓練の受講
意向では、「どちらでもない」54.5％が最も多くなって
います。

事業所規模別では、50人以上は、「どちらでもな
い」66.0％が全体と比較して多くなっているものの、
「受講したい」、「できれば受講したい」28.7％も全体
と比較して多くなっています。

事業所の在職者訓練の受講意向について（全体）

合計 （n=601）

生産・電子 （n=451）

観光 （n=111）

情報 （n=39）

4.8

4.7

4.5

7.7

14.5

13.5

17.1

17.9

55.1

54.5

55.0

61.5

3.5

3.5

3.6

2.6

6.7

6.9

7.2

2.6

15.5

16.9

12.6

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講したい できれば受講したい

どちらでもない あまり受講したくない

受講したくない 無回答

全体 （n=451）

中北地域 （n=218）

峡東地域 （n=55）

峡南地域 （n=39）

富士・東部地域 （n=127）

８人未満 （n=58）

８人以上12人未満 （n=62）

12人以上16人未満 （n=35）

16人以上24人未満 （n=66）

24人以上50人未満 （n=80）

50人以上 （n=94）

地
域
別

事
業
所
規
模
別

2.3

9.1

2.6

7.1

1.7

3.2

8.8

8.5

11.5

18.2

7.7

17.3

8.6

9.7

11.4

13.6

12.5

20.2

58.3

50.9

53.8

49.6

43.1

50.0

40.0

54.5

56.3

66.0

5.0

1.8

3.1

5.2

11.4

1.5

8.8

7.3

3.6

7.7

5.5

12.1

3.2

8.6

10.6

5.0

4.3

15.6

16.4

28.2

17.3

29.3

33.9

28.6

19.7

8.8

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4.7 13.5 54.5 3.5 6.9 16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講したい できれば受講したい

どちらでもない あまり受講したくない

受講したくない 無回答

事業所の在職者訓練の受講意向について（生産・電子関連事業）

在職者訓練の受講意向は約２割弱
となっています。

経営者が魅力を感じる在職者訓練
メニューを提供する必要があります。
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資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

５ 職業能力開発の状況

職業能力開発の状況産短大カリキュラム編成調査

（１）公共職業訓練機関

本県には、公共職業訓練機関が、県立職業能力開発短期大学校（産業技術短期大学校 塩山キャンパス（本校）・都留キャンパス（分校））
が1校、県立職業能力開発校（峡南高等技術専門校、就業支援センター）が2校、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構立職業能力
開発促進センター（ポリテクセンター山梨）が１支部、山梨県職業能力開発協会が１協会あり、学卒者をはじめ、求職者や在職者等を対象に
各種職業訓練を実施しています。

甲州市塩山上於曽1308

富士川町青柳町3492

山梨県内の公共職業訓練機関の配置

ポリテクセンター山梨

山梨県立峡南高等技術専門校

山梨県立産業技術短期大学校 （塩山キャンパス）

山梨県立就業支援センター

山梨県立産業技術短期大学校 （都留キャンパス）

訓練科名 定員

２５

２０

自動車整備科

電気システム科

訓練科名 定員

１５

１５

生産技術科

電子技術科

訓練科名 定員

２０

３０

生産技術科

電子技術科

２０

３０

観光ビジネス科

情報技術科

甲府市中小河原町403-1

甲府市塩部4-5-28

甲府市

富士川町

甲州市

都留市

都留市上谷5-7-35
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